
1/4 

    

 

2026 年 3 月 18 日 

－取引先の SDGs/ESG への取組みを後押し－ 

「ポジティブ・インパクト・ファイナンス」の取組みについて 

西日本シティ銀行（頭取 村上 英之）は、株式会社丸商建設（代表取締役 榎木田 大資）と      

「ポジティブ・インパクト・ファイナンス」（以下「PIF」）の契約を締結しましたので、お知らせ

します。 

PIF とは、お客さまの企業活動が環境・社会・経済に与える影響を包括的に分析し、特定   

されたポジティブインパクト（プラスの貢献）の向上と、ネガティブインパクト（マイナスの

影響）の緩和・低減に向けて、KPI※を設定し、金融機関がモニタリングしながら KPI 達成に  

向けて支援する融資です。 

当行は、地域金融機関として、SDGs/ESG に取り組む企業を支援することで、持続可能な  

社会の実現に貢献してまいります。 

※ KPI とは、Key Performance Indicator の略で目標を達成する上で、その達成度合いを計測・モニタリング

するための定量的な指標のことです。 

記 

１．PIF の契約内容 

２．設定した KPI（詳細は別紙「評価報告書」をご参照ください） 

 

 

 

 

 

 

社会面の KPI 

 

 

 

 

 

 

• 2030 年度まで、同社のみならず協力会社を含む労働災害発生件数 

ゼロを継続する。 

【実績】（協力会社含む） 

2022 年度 0 件 

  2023 年度 0 件 

  2024 年度 1 件（協力会社による） 

• 資格取得に要する費用の全額補助などの取組みを通じ、2030 年度 

までに、建築士（二級）、宅地建物取引士（宅建）資格保有者を倍増する。 

・二級建築士資格保有者 24 名 

・宅地建物取引士（宅建）資格保有者 30 名 

【実績】（2026 年 1 月時点） 

・二級建築士資格保有者 12 名 

・宅地建物取引士（宅建）資格保有者 15 名 

• ① 2026 年度より 3 年間、社員の給与のベースアップ 5％を実施し、

2030 年度まで、1 人当たり人件費の 2025 年度比約 27％（年率平均 

5%）引き上げを実現する。 

【実績】（1 人当たり人件費） 

2024 年度：596 万円/人 

2023 年度：575 万円/人 

2022 年度：595 万円/人 

契 約 日 2026 年 3 月 18 日 

融 資 額 100 百万円 

期 間 5 年 

資 金 使 途 運転資金 
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社会面の KPI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• ②  社員増と並行して障がい者雇用数を拡大し、2027 年度末に   

障がい者雇用率の法定水準 2.7％を達成し、2030 年度まで 2.7％を 

下回らないレベルを維持する（下表）。 

年度

（末）

従業員数

（目標）

障がい者

雇用数

障がい者

雇用率

2025 93 2 2.2%

2026 114 3 2.6%

2027 136 4 2.9%

2028 157 5 3.2%

2029 179 5 2.8%

2030 200 6 3.0%
 

 【実績】 

2025 年度（2026 年 1 月現在）：2 名  

※義務水準（1 名）はクリア 

• ③ 社宅の増設などを行いながら受入環境を整えつつ、外国人社員数

を増やし、2030 年度に外国人従業員数を 10 名とする（下表）。 

年度

（末）

従業員数

（目標）
外国人社員数

2025 93 2

2026 114 3

2027 136 5

2028 157 7

2029 179 9

2030 200 10
 

【実績】 

 2025 年度：3 名 

• ④ ①～③の取組みを通じ、2030 年度までに社員数を 200 名まで  

拡大する。 

【実績】 

2025 年度（2026 年 1 月）：93 名 

• 女性管理職を 5 年以内（2030 年度まで）に 1 名育成する。 

【実績】 

2026 年 1 月現在: 0 名 

• 資格取得を促す支援を推進し、女性技術者（技術系社員・建築士等）

を現在の 2.5 倍にあたる 5 名に増員する。 

2026 年 1 月現在：2 名 

 2027 年度までに 3 名 

 2028 年度までに 4 名 

  2030 年度までに 5 名 

 

 

社会・経済・ 

環境面の KPI 

 

 

• ① 戸建て（注文＋建売）住宅の建設・販売戸数を 400 戸まで増やす。

（2025 年度比 2 倍） 

【実績】 

2024 年度 住宅建設・販売戸数 200 戸 

• ② ①のうち太陽光パネルを設置した住宅の割合を 2030 年度までに

100％とし、さらに蓄電池を付帯した住宅の割合を 75％まで引き上げる。 



3/4 

 

 

 

 

 

 

社会・経済・ 

環境面の KPI 

 

 

 

 

 

 

【実績】 

2024 年度： 

太陽光パネル設置率 69％ 

太陽光パネルを設置した住宅で蓄電池も付帯している住宅の割合 

70％（分母は太陽光パネルを設置した住宅） 

• ③ ①～②により 2024 年度実績で 58 億円の売上を、2030 年度に  

116 億円（2025 年度比 2 倍）に引き上げる。 

• ④ ③の実現のため、県内を中心に支店・営業所数を 8ヵ所（2025年度）

から 16 ヵ所へ拡大し、それぞれの支店・営業所のエリアにおいて、   

当社の協力業者組織である一般社団法人丸商建設協力会（以下「協力会」）

会員を 2030 年度までに 500 者へ増やし、施工体制を整える。 

【実績】 

支店・営業所数（2026 年１月現在）：8 ヵ所 

協力会会員数（2026 年１月現在）：273 者  

経済面の KPI 

• ①  2024 年度実績で 58 億円の売上を、2030 年度に 116 億円    

（2025 年度比 2 倍）に引き上げる。 

• ② ①の実現のため、県内を中心に支店・営業所数を 8ヵ所（2025年度）

から 13 ヵ所へ拡大し、それぞれの支店・営業所のエリアにおいて、      

協力会会員を 2030 年度まで 500 者へ増やし、施工体制を整える。 

【実績】 

支店・営業所数（2026 年１月現在）：8 ヵ所 

協力会会員数（2026 年１月現在）：273 者 

環境面の KPI 

• 2026 年度までに新築する宮崎店を ZEB（ゼロ・エネルギー・ビル）化   

する。 

• 2030 年度までに、日南店において軽量型太陽電池および蓄電池を 

敷設する。 

上記の取組みにより、2030 年度までに事業所で使用する電力を 100％

自給する。 

• 2030 年度までに新規に導入する営業車両（営業車 8 台）について、

すべてハイブリッドカー、もしくは電気自動車とする。 

• 現在保有しているフォークリフト 2 台、および中型トラック 3 台に 

ついて、フォークリフト 1 台、中型トラック 1 台をそれぞれ電動、  

ハイブリッドトラックへ切り替える。 

【実績】 

2026 年 1 月時点保有車両数 

：営業車 14 台、フォークリフト 2 台、トラック 3 台 

営業車はすべてガソリン車。フォークリフト、トラックは             

ディーゼル車。 

• 2026 年度中に整備される予定の太陽光パネルのリサイクルの関連法

で住宅メーカーに課される責任範囲による下記のパターンで、太陽光

パネル処理に係る対応を進める。 

（リサイクル/処理責任がない場合） 

法整備とその施行時期に合わせ、自社が排出したパネルが適正な 

認定ルートにあるかを証明するトレーサビリティの確保や、施主に

対する維持管理・処分情報を収集・提供する体制を整備する。 

（リサイクル/処理責任が明記された場合） 

法整備とその施行時期に合わせ、産業廃棄物事業者と連携し、太陽光

パネルの中間処理事業を支援、もしくは着手する。 

（注）当行は KPI のモニタリングを通じ、KPI 達成にむけて各種支援を行います。 
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３．企業の概要 

会 社 名 株式会社丸商建設 

所 在 地 宮崎県日南市星倉 2 丁目 9-13 

設 立 1974 年 4 月 

業 種 建設業、不動産業 

特 長 

➢ 当社は、戸建住宅の企画・設計・施工・販売を主軸とする建設事業者で   

低コストかつ高品質な住宅提供を行っています。 

➢ 「企業は人なり」を経営理念とし、従業員やその家族、協力会との共存共栄

を目指しています。また、近年激甚化する自然災害に対し、太陽光パネルと

蓄電池を組み合わせた ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の普及を

強力に推進しており、被災時における地域のレジリエンス（回復力）向上に

貢献することを社会的使命としています。 

以 上 

 

本件に関するお問い合わせ先 

法人ソリューション部 鈴木・井上 TEL 092-476-2741 
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